
交通政策審議会海事分科会船員部会 

内航鋼船運航業最低賃金専門部会  議事次第 

 

 

                                           

令和８年９月２５日(金)  

１５：００～１６：３０  

３号館８階特別会議室  

 

 

１．開 会 

 

 

２．議 事 

    議題１．専門部会長の選任について 

    議題２．内航鋼船運航業最低賃金を取り巻く状況について 

    議題３．全国内航鋼船運航業最低賃金の改正について 

 

３．閉 会 
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全国内航鋼船運航業最低賃金専門部会委員名簿                     

（敬称略、五十音順） 

 

 

 （公益を代表する委員） 

   小西 康之   明治大学法学部 教授 

      西崎 ちひろ  東京海洋大学学術研究院海事システム工学部門 

准教授 

 

  （関係船員を代表する委員） 

   漢那  太作   全日本海員組合 政策局総合政策部長 

      竹田  圭志   全日本海員組合 国内局国内部執行委員 

            

 （関係使用者を代表する委員） 

阿南 幸十司  船主団体内航労務協会 専務理事 事務局長 
村田  泰   八重川海運株式会社 代表取締役 
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配 布 資 料 一 覧 

 

 

資料１ 交通政策審議会への諮問について 

    諮問第５１８号「船員に関する特定最低賃金（全国内航鋼船運航業最低賃金、海 

    上旅客運送業最低賃金及び漁業（かつお・まぐろ、いか釣り）最低賃金の改正に 

    ついて」 

資料２ 全国内航鋼船運航業最低賃金（平成８年10月30日運輸省最低賃金公示第５号） 

資料３ 内航海運の現状 

資料４ 最低賃金適用対象事業者数、船舶数及び船員数 

資料５ 全国内航鋼船運航業船員賃金実態調査 

資料６ 全国内航鋼船運航業の最低賃金の改正状況 

資料７ 最低賃金の改正に係る参考資料 

・ 内航鋼船運航業及び木船運航業最低賃金決定状況(地方運輸局長等関係) 

・ 費目別、世帯人員別標準生計費(令和８年４月) 

・ 消費者物価指数(１０大費目) 

・ 決定方式、産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数 

・ 地域別・産業別最低賃金の全国加重平均額 

・ 地域別最低賃金額改定の目安の推移 

・ 地域別最低賃金額一覧 

・ 給与勧告の実施状況等 
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資料１
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資料２
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内
航
海
運
の
輸
送
の
現
状

国
内
貨
物
輸
送
の
シ
ェ
ア
等

セ
メ
ン
ト

金
属
(鉄
鋼
等
)

（
出

典
）
「
鉄

道
輸

送
統

計
年

報
」
「
航

空
輸

送
統

計
年

報
」
「
自

動
車

輸
送

統
計

年
報

」
「
内

航
船

舶
輸

送
統

計
年

報
」
よ

り
国

土
交

通
省

海
事

局
内

航
課

作
成

産
業
基
礎
物
資
輸
送

の
約
８
割

（
2
0
2
4年

度
：千

ト
ン

キ
ロ

ベ
ー

ス
）

輸
送

モ
ー

ド
別

輸
送

分
担

率
（
百

万
ト

ン
キ

ロ
ベ

ー
ス

）
（
2
0
2
4
年

度
）

国
内
貨
物
輸
送

の
約
４
割

内
航

海
運

1
5

3
,0

5
9

 

3
8

%
自

動
車

2
3

1
,6

4
6

 

５
７

％

鉄
道

1
7

,8
7

0
 

4
%

航
空

7
7

2
 

0
%

内
航

海
運

1
6

,2
1
8

,7
3

3

5
9

.7
%

自
動

車

1
0

,9
6

4
,3

9
2

4
0

.3
%

内
航

海
運

3
1
,0

5
7

,1
9

9

8
3

.5
%

自
動

車

6
,1

2
6

,7
8

2
 

1
6

.5
%

内
航

海
運

1
5

,1
7

0
,6

0
3

8
5

.1
%

自
動

車

2
,6

4
6

,6
6

7

1
4

.9
%

石
油
製
品

○
内

航
海

運
は

、国
内

貨
物

輸
送

全
体

の
約

４
割

、産
業

基
礎

物
資

（
石

油
製

品
、セ

メン
ト、

金
属

）
輸

送
の

約
８

割
を

担
い

、我
が

国
の

国
民

生
活

と経
済

活
動

を
支

え
る

必
要

不
可

欠
な

ライ
フラ

イン
。

○
ま

た
、産

業
基

礎
物

資
の

み
な

らず
、紙

・パ
ル

プ
品

等
の

製
造

工
業

品
や

農
林

水
産

品
等

の
貨

物
輸

送
に

も
重

要
な

役
割

を
担

って
お

り、
トラ

ッ
クド

ライ
バ

ー
不

足
が

深
刻

化
す

る
中

で
、従

来
か

らの
海

運
へ

の
モ

ー
ダル

シ
フト

の
取

組
を

よ
り一

層
強

化
す

る
観

点
か

らも
、内

航
海

運
に

求
め

られ
る

役
割

は
ま

す
ま

す
大

き
くな

って
お

り、
内

航
海

運
に

よ
る

安
定

的
な

輸
送

を
確

保
す

る
こと

が
重

要
。

輸
送

品
目

別
シ

ェ
ア

珠
洲

市
に

設
置

さ
れ

た
水

循
環

式
シ

ャ
ワ

ー
室

及
び

手
洗

い
場

海
上

輸
送

需
要

の
増

加

<
海

運
モ

ー
ダ

ル
シ

フ
ト

の
推

進
>

・
陸

・
海

・空
の

あ
ら

ゆ
る

輸
送

モ
ー

ド
を

総
動

員
し

た
新

モ
ー

ダ
ル

シ
フ

ト
の

推
進

な
ど

が
盛

り
込

ま
れ

た
新

た
な

「
総

合
物

流
施

策
大

綱
」
を

策
定

。

被
災

地
の

復
旧

・
復

興
・
内

航
海

運
は

被
災

地
の

復
旧

・
復

興
に

伴
う

物
資

等
の

輸
送

に
貢

献
。

・
令

和
６

年
１
月

に
発

生
し

た
令

和
６

年
能

登
半

島
地

震
発

災
時

も
内

航
海

運
が

被
災

地
に

支
援

物
資

を
輸

送
。

輪
島

港
に

支
援

物
資

を
積

み
下

ろ
す

（
2

0
2

4
/
1
/
1
0

）

<
食

料
安

全
保

障
の

強
化

>
・
海

外
依

存
の

高
い

小
麦

等
の

国
内

生
産

の
拡

大
に

よ
る

海
上

輸
送

需
要

の
増

加

R
O

R
O

船
コ

ン
テ

ナ
船 貨

物
船

<
石

油
製

品
需

要
の

急
増

>
・
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
の

受
入

れ
に

伴
う

航
空

燃
料

の
需

要
拡

大
等

に
よ

る
海

上
輸

送
需

要
の

増
加

油
送

船

（
2

0
2

5
年

度
（
百

万
ﾄ
ﾝ
ｷ
ﾛ
ベ

ー
ス

）
）

「内
航

船
舶

輸
送

統
計

年
報

」よ
り

海
事

局
内

航
課

作
成

2
1
.0

% 1
8

.4
%

1
1
.7

%
9

.3
%

7
.3

%

1
5

.9
%

5
.0

%

3
.6

%1
.1

%3
.6

%
3

.2
%

石
油

製
品

非
金

属
鉱

物
（
石

灰
石

等
）

金
属

（
鉄

鋼
等

）

セ
メ

ン
ト

特
種

品

製
造

工
業

品
（
紙

・
パ

ル
プ

・
食

料
工

業
品

等
）

化
学

薬
品

・
肥

料
・
そ

の
他

砂
利

・
砂

・
石

材

石
炭

機
械

（
自

動
車

等
）

そ
の

他
（
農

林
水

産
品

等
）

合
計

1
4

7
,5

7
4

(百
万

ト
ン

キ
ロ

)
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（
出

典
）
国

土
交

通
省

海
事

局
内

航
課

調
べ

○
内

航
海

運
事

業
者

数
は

、１
０

年
間

で
約

１
３

％
減

少
○

内
航

船
の

船
腹

量
は

、隻
数

ベ
ー

ス
で

は
減

少
傾

向
に

あ
る

一
方

で
、１

隻
当

た
りの

平
均

総
トン

数
は

増
加

傾
向

に
あ

り、
船

舶
の

大
型

化
が

進
展

内
航

海
運

事
業

者
数

の
推

移
（
隻

、
千

G
/
T
）

内
航

船
の

船
腹

量
の

推
移

事
業

者
数

及
び

船
腹

量
の

推
移

1,
55

1 1,
53

5 1,
51

8 1,
51

0 1,
50

4 1,
51

5 1,
49

3 1,
49

4 1,
50

3 1,
47

8 1,
46

7 1,
20

5 1,
21

5 1,
21

8 

17
5

17
7

18
1

1,
69

6 1,
63

0 1,
58

0 1,
53

0 1,
50

0 1,
47

0 1,
41

1 1,
37

8 1,
34

6 1,
34

4 1,
34

5 1,
31

5 1,
29

9 1,
30

4 

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

（
事

業
者

数
）

（
年

度
）

オ
ー

ナ
ー

船
舶

管
理

業

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

5
,3

0
2
 5
,2

4
9
 5
,2

3
5
 5
,1

8
3
 5
,1

9
6
 5
,2

2
3
 5
,2

0
1
 5
,2

2
5
 5
,2

1
2
 5
,1

3
6
 5
,2

6
0
 5
,0

5
5
 5
,1

4
6
 5
,2

9
5
 

3
,5

6
6
 3
,6

0
9
 3
,6

8
6
 3
,7

0
5
 3
,7

0
0
 3
,7

9
5
 3
,8

8
3
 3
,9

4
1
 3
,9

7
7
 3
,9

5
7
 4
,1

2
8
 4
,3

5
0
 4
,4

9
7
 4
,6

5
3
 

6
7
3
 6
8
8
 

7
0
4
 7

1
5
 7
1
2
 

7
2
7
 7

47
 7

5
4
 

7
6
3
 

7
7
1
 

7
8
4
 8

6
1
 8

7
4
 

8
7
9
 

50
0

55
0

60
0

65
0

70
0

75
0

80
0

85
0

90
0

95
0

1,
00

0

0

1,
00

0

2,
00

0

3,
00

0

4,
00

0

5,
00

0

6,
00

0

7,
00

0

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7 （
年

度
）

隻
数

総
ト

ン
数

平
均

ト
ン

数

（
G

/
T
）
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内
航
海
運
の
産
業
構
造
の
特
徴

○
内

航
海

運
の

市
場

構
造

は
、寡

占
化

され
た

荷
主

企
業

・オ
ペ

レ
ー

ター
・オ

ー
ナ

ー
の

専
属

化
・系

列
化

が
進

展
して

お
り、

さら
に

、事
業

者
の

 
９

９
．

７
％

は
中

小
企

業
で

事
業

基
盤

が
脆

弱
。ま

た
、オ

ー
ナ

ー
の

中
で

も
保

有
隻

数
１

隻
の

い
わ

ゆ
る

一
杯

船
主

の
割

合
が

約
７

０
％

を
占

め
て

い
る

。
○

内
航

海
運

業
者

の
経

営
力

向
上

・事
業

基
盤

強
化

に
向

け
、運

賃
・用

船
料

の
十

分
な

収
受

等
に

向
け

た
荷

主
と内

航
海

運
業

界
の

取
引

環
境

改
善

や
内

航
海

運
業

者
の

生
産

性
向

上
に

資
す

る
取

組
の

後
押

しを
行

うこ
とが

必
要

。

（
出

典
）

法
人

企
業

統
計

調
査

（
令

和
5年

度
）

、内
航

海
運

業
報

告
規

則
に

基
づ

く内
航

課
調

査
（

令
和

６
年

度
）

※
内

航
海

運
業

収
益

が
収

益
の

70
%

の
企

業
の

み
集

計

内
航

海
運

業
の

経
営

状
況

全
産

業
内

航
海

運
業

（
オ

ー
ナ

ー
）

経
営

状
況

（
１

社
当

た
り

平
均

）

55
5,

88
6

44
2,

82
9

売
上

高
（
千

円
）

27
,8

54
6,

56
1

営
業

利
益

（
千

円
）

5.
0%

1.
48

%
営

業
利

益
率

（
営

業
利

益
／

売
上

高
）

13
2.

8%
39

0.
3%

固
定

比
率

（
固

定
資

産
／

自
己

資
本

）

13
7.

2%
48

0.
3%

負
債

比
率

（
負

債
／

自
己

資
本

）

内
航

海
運

業
の

産
業

構
造 ＜

荷
主

業
界

＞
業

種
毎

に
３

社
程

度
で

あ
り、

寡
占

化
が

進
む

。
例

：
鉄

鋼
（

日
本

製
鉄

、J
FE

ス
チ

ー
ル

、神
戸

製
鋼

所
）

石
油

（
EN

EO
S・

出
光

興
産

・コ
ス

モ
石

油
）

貨
物

の
運

送

荷
主

オ
ー

ナ
ー

（
船

舶
所

有
者

）
1,

30
4者

輸
送

依
頼

輸
送

手
段

の
提

供
※

＜
内

航
海

運
業

界
＞

保
有

隻
数

１
隻

の
み

の
い

わ
ゆ

る
一

杯
船

主
が

、オ
ー

ナ
ー

の
約

70
％

を占
め

る
。

荷
主

よ
りも

弱
い

立
場

ゆ
え

、一
方

的
に

運
賃

等
を

提
示

され
る

事
業

者
も

多
く、

収
益

性
が

低
い

。
船

員
不

足
の

深
刻

化
⇒

 内
航

海
運

業
の

経
営

力
の

向
上

を
図

る
た

め
、

・荷
主

等
との

取
引

環
境

の
改

善
・運

航
の

効
率

化
等

に
よ

る
生

産
性

の
向

上
を

促
す

こと
が

必
要

。

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

（
運

送
事

業
者

）
1,

21
8者

※
船

舶
を

所
有

及
び

管
理

（
船

員
雇

用
・配

乗
、船

舶
保

守
等

）
す

る
。
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14
.3

%
15

.1
%

16
.4

%
17

.3
%

17
.7

%
18

.4
%

18
.8

%
19

.0
%

19
.1

%
19

.5
%

19
.8

%

12
.3

%
12

.7
%

13
.2

%
13

.2
%

14
.0

%
14

.7
%

15
.5

%
16

.0
%

16
.8

%
17

.1
%

17
.5

%

18
.0

%
17

.7
%

17
.7

%
16

.9
%

16
.8

%
16

.9
%

17
.1

%
17

.1
%

17
.0

%
17

.0
%

17
.0

%

28
.8

%
26

.6
%

24
.9

%
24

.1
%

23
.1

%
22

.2
%

21
.6

%
21

.4
%

20
.5

%
20

.2
%

19
.9

%

26
.6

%
28

.0
%

27
.7

%
28

.4
%

28
.4

%
27

.8
%

27
.0

%
26

.6
%

26
.5

%
26

.2
%

25
.7

%

0%10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

30
歳
未
満

40
歳
未
満

50
歳
未
満

60
歳
未
満

60
歳
以
上

内
航
海
運
の
船
員
の
現
状

○
海
事
局
調
べ
に
よ
る
。

21
,4

25
人

21
,5

86
人 21

,5
82
人

20
,4

38
人

20
,6

53
人

20
,9

02
人

21
,2

13
人

21
,3

74
人

21
,5

02
人

内
航
貨
物
船
員
総
数

21
,0

92
人

○
船
員
数
は
近
年
横
ば
い
で
推
移
して
い
る
も
の
の
、内
訳
とし
て
は
50
歳
以
上
が
約
5割
を
占
め
て
お
り、
今
後
高
齢
船
員
の
退
職
等
に
伴
う船

員
不
足
が
予
想
され
る
。

○
若
年
船
員
に
お
い
て
も
、船
員
数
は
増
加
傾
向
に
あ
る
一
方
で
就
業
継
続
率
に
課
題
が
あ
る
こと
な
どか
ら、
人
材
の
確
保
・定
着
や
省
力
化
・生

産
性
向
上
に
向
け
た
取
り組
み
が
重
要
とな
って
い
る
。

内
航
船
員
数
の
年
齢
構
成
の
推
移

新
人
内
航
船
員
の
就
業
継
続
率
推
計
の
推
移

○
海
事
局
調
べ
に
よ
る
。

85
.0

% 81
.8

% 8
1.

5%
80

.3
% 78

.9
% 7

8.
4%

76
.0

% 72
.0

%73
.0

%73
.7

% 72
.3

%

60
%

65
%

70
%

75
%

80
%

85
%

90
%

95
%

10
0%

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

※
内
航
海
運
全
体
で
の

30
歳
未
満
船
員
の
合
計
ベ
ー
ス
。
船
社
間
で
移
籍
し
て
い
る
場
合
も
、

定
着
と
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
る
（
≠ 
陸
上
の
い
わ
ゆ
る
転
職
率
等
）
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船
員
の
労
働
環
境

船
員

の
有

効
求

人
倍

率
の

推
移

（毎
年

4
月

）

出
典

：
船

員
労

働
統

計

1
9

2
.3

1
7

6
.1

0
.0

5
0

.0

1
0

0
.0

1
5

0
.0

2
0

0
.0

2
5

0
.0

H10

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

月
間

1
6

.2
時

間
減

年
間

1
9

4
.4

時
間

減
（
Ｒ

１
年

比
）

○
船

員
の

働
き

方
改

革
に

よ
る

就
業

体
系

の
見

直
しが

意
識

され
、船

員
の

総
労

働
時

間
は

近
年

減
少

。
○

有
効

求
人

倍
率

は
近

年
大

き
く上

昇
。

○
今

後
の

生
産

年
齢

人
口

の
減

少
を

見
据

え
つ

つ
輸

送
需

要
へ

対
応

す
る

た
め

、船
員

の
業

務
効

率
化

な
ど内

航
海

運
業

の
生

産
性

向
上

を
進

め
る

こと
が
必
要
。

月
間

の
総

労
働

時
間

の
変

化
（毎

年
6

月
）

1
.1

2

2
.6

7

5
.3

2

1
.2

6

0

0
.51

1
.52

2
.53

3
.54

4
.55

5
.56

H5.4
H6.4
H7.4
H8.4
H9.4

H10.4
H11.4
H12.4
H13.4
H14.4
H15.4
H16.4
H17.4
H18.4
H19.4
H20.4
H21.4
H22.4
H23.4
H24.4
H25.4
H26.4
H27.4
H28.4
H29.4
H30.4
H31.4

R2.4
R3.4
R4.4
R5.4
R6.4
R7.4
R8.3

船
員

職
業

計
出

典
：
船

員
職

業
紹

介
状

況
、
一

般
職

業
紹

介
状

況
令

和
８

年
の

み
３

月
分

を
記

載

13



海
事
産
業
強
化
法
の
改
正
・
施
行

船
舶

管
理

業
者

オ
ー

ナ
ー

A
オ

ー
ナ

ー
B

オ
ー

ナ
ー

C

船
舶

管
理

業
務

を
委

託
（

船
員

雇
用

・配
乗

管
理

、運
航

実
施

管
理

、船
舶

保
守

管
理

）

（
活

用
メリ

ット
）

船
員

の
一

括
雇

用
・配

乗
や

、共
有

部
品

の
一

括
購

入
等

に
より

、効
率

化
や

コス
トダ

ウン
が

図
られ

る
船

員
教

育
、船

舶
管

理
の

高
度

化
等

に
よる

輸
送

の
品

質
向

上
が

期
待

法
改

正
に

よ
り全

て
の

船
舶

管
理

業
者

に
登

録
を

義
務

付
け

、
事

業
とし

て
の

信
頼

性
を

向
上

。

契
約

の
書

面
化

契
約

事
項

の
法

定
化

・乗
船

人
数

・超
過

労
働

時
間

の
費

用
分

担
et

c.定
期

用
船

契
約

書

運
送

契
約

書

・荷
役

の
責

任
や

費
用

分
担

et
c.

荷
主

オ
ー

ナ
ー

（
使

用
者

）
労

務
管

理
責

任
者

オ
ペ

レ
ー

タ
ー 用

船
料

運
賃

○
20

21
年

5月
に

「海
事

産
業

強
化

法
」が

成
立

･公
布

し、
20

22
年

4月
よ

り同
法

律
に

伴
う改

正
内

航
海

運
業

法
が

施
行

。
○

オ
ペ

レ
ー

ター
に

対
し船

員
の

労
働

時
間

に
配

慮
した

適
切

な
運

航
計

画
の

作
成

を
義

務
付

け
る

とと
も

に
、荷

主
に

対
す

る
勧

告
・公

表
制

度
を

創
設

す
る

等
に

よ
り、

荷
主

に
対

しオ
ペ

レ
ー

ター
の

法
令

遵
守

へ
の

配
慮

を
求

め
、船

員
の

過
労

防
止

を
図

る
。ま

た
、契

約
書

面
を

法
定

化
し

「見
え

る
化

」す
る

こと
で

、適
正

な
運

賃
・用

船
料

の
収

受
に

つ
な

げ
る

。
○

オ
ー

ナ
ー

の
主

業
務

で
あ

る
「船

舶
の

保
有

(所
有

)」
と船

員
雇

用
・船

舶
保

守
等

の
「船

舶
管

理
」の

うち
、「

船
舶

管
理

」の
業

務
を

受
託

して
行

う船
舶

管
理

業
に

係
る

登
録

制
度

を
創

設
。船

舶
管

理
業

者
の

信
頼

性
向

上
に

よ
り普

及
を

促
進

す
る

こと
で

「船
舶

管
理

」の
効

率
化

とコ
ス

ト
ダウ

ンを
図

り、
内

航
海

運
業

の
生

産
性

を
向

上
させ

る
。

○
これ

らの
各

種
制

度
を

実
効

性
の

あ
る

も
の

に
す

る
た

め
､｢

内
航

海
運

業
者

と荷
主

との
連

携
強

化
の

た
め

の
ガ

イド
ライ

ン｣
を

策
定

。

取
引
環
境
・
労
働
環
境
の
改
善

船
舶
管
理
業
の
登
録
制
度

運
送

契
約

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

の
法

令
遵

守
へ

の
配

慮
勧

告
・公

表
制

度
の

創
設

船
員

の
過

労
防

止
の

措
置

✓
船

員
の

労
働

時
間

を
配

慮
した

運
航

計
画

の
作

成
✓

オ
ー

ナ
ー

の
意

見
の

尊
重

定
期

用
船

契
約

船
員

の
労

働
管

理
の

適
正

化
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内
航
海
運
業
者
と
荷
主
と
の
連
携
強
化

石
油

化
学

製
品

部
会

石
油

製
品

部
会

鉄
鋼

部
会

懇
談

会
参

加
団

体

日
本

鉄
鋼

連
盟

荷
主

業
界

石
油

連
盟

(一
社

)石
油

化
学

工
業

協
会

(一
社

)セ
メン

ト協
会

日
本

内
航

海
運

組
合

総
連

合
会

内
航

海
運

業
界

内
航

大
型

船
輸

送
海

運
組

合

全
国

海
運

組
合

連
合

会

全
国

内
航

タン
カー

海
運

組
合

全
国

内
航

輸
送

海
運

組
合

全
日

本
内

航
船

主
海

運
組

合

国
土

交
通

省
海

事
局

行
政

日
本

経
済

団
体

連
合

会
オ

ブ
ザ

ー
バ

ー
（

経
済

団
体

）
日

本
商

工
会

議
所

荷
主

業
界

と内
航

海
運

業
界

の
両

者
の

理
解

と協
力

を
醸

成
す

る
た

め
、双

方
の

経
営

層
（

役
員

クラ
ス

）
及

び
行

政
か

らな
る

懇
談

会
「内

航
海

運
と荷

主
との

連
携

強
化

に
関

す
る

懇
談

会
」を

設
立

当
該

懇
談

会
に

お
い

て
、海

事
産

業
強

化
法

及
び

ガ
イド

ライ
ン

の
周

知
等

を
実

施
した

ほ
か

、内
航

海
運

業
界

と荷
主

業
界

の
連

携
強

化
に

関
す

る
取

組
等

に
つ

い
て

意
見

交
換

内
航

海
運

業
界

と荷
主

業
界

双
方

の
実

務
者

層
及

び
行

政
か

ら
な

る
「安

定
・効

率
輸

送
協

議
会

」や
、本

協
議

会
の

下
に

設
置

さ
れ

た
産

業
基

礎
物

資
の

輸
送

品
目

毎
に

３
つ

の
部

会
（

鉄
鋼

部
会

、石
油

製
品

部
会

及
び

石
油

化
学

製
品

部
会

）
を

開
催

｢安
定

・効
率

輸
送

協
議

会
｣で

は
、荷

主
及

び
内

航
海

運
事

業
者

が
「内

航
海

運
業

者
と荷

主
との

連
携

強
化

の
ガ

イド
ライ

ン
」に

記
載

され
て

い
る

内
容

を
進

め
る

た
め

の
行

動
計

画
（

ア
クシ

ョン
プ

ラン
）

の
実

施
状

況
等

を
確

認
３

つ
の

部
会

（
鉄

鋼
、石

油
製

品
、石

油
化

学
製

品
）

で
は

、
各

輸
送

品
目

毎
に

抱
え

る
課

題
等

に
つ

い
て

個
別

に
意

見
交

換
を

実
施

す
る

とと
も

に
、改

善
方

策
を

検
討

。

安
定

・効
率

輸
送

協
議

会

○
荷

主
業

界
と内

航
海

運
業

界
との

連
携

強
化

を
目

的
に

、荷
主

企
業

と内
航

海
運

業
者

との
間

で
内

航
輸

送
に

関
す

る
課

題
等

を
共

有
し、

中
長

期
的

視
野

に
立

って
その

改
善

策
等

に
取

り組
ん

で
い

くた
め

、複
層

的
な

対
話

を
実

施
。

内
航

海
運

と荷
主

との
連

携
強

化
に

関
す

る
懇

談
会

安
定

・効
率

輸
送

協
議

会
及

び
個

別
部

会
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本
懇

談
会

の
開

催
趣

旨
海

事
局

で
は

交
通

政
策

審
議

会
海

事
分

科
会

基
本

政
策

部
会

に
お

け
る

とり
ま

とめ
（

令
和

の
時

代
の

内
航

海
運

に
向

け
て

）
を

踏
まえ

、船
員

の
働

き
方

改
革

や
内

航
海

運
の

生
産

性
向

上
、取

引
環

境
改

善
に

向
け

た
取

組
を推

進
して

い
る

とこ
ろ

。
令

和
4年

4月
よ

り施
行

され
る

改
正

内
航

海
運

業
法

に
お

い
て

は
、こ

れ
らを

推
進

す
る

た
め

、オ
ペ

レー
ター

に
対

す
る

船
員

の
労

働
時

間
に

配
慮

した
運

航
計

画
作

成
の

義
務

付
け

や
、荷

主
に

対
す

る
オ

ペ
レ

ー
ター

の
法

令
遵

守
へ

の
配

慮
義

務
の

創
設

等
が

盛
り込

ま
れ

る
等

、こ
れ

まで
以

上
に

内
航

海
運

と荷
主

との
連

携
が

求
め

られ
て

い
る

。
両

者
の

理
解

と協
力

を
醸

成
す

る
対

話
の

場
を

設
定

す
る

こと
で

、今
後

の
一

層
の

連
携

を
図

り、
も

って
我

が
国

の
安

定
的

な
国

内
海

上
貨

物
輸

送
を

維
持

す
る

こと
を

目
的

とし
て

、内
航

海
運

業
界

と荷
主

業
界

双
方

の
経

営
層

（
役

員
クラ

ス
）

及
び

行
政

か
らな

る
懇

談
会

を
設

立
す

る
。

「
内
航
海
運
と
荷
主
と
の
連
携
強
化
に
関
す
る
懇
談
会
」
の
設
置

参
加

団
体

日
本

鉄
鋼

連
盟

荷
主

業
界

石
油

連
盟

(一
社

)石
油

化
学

工
業

協
会

(一
社

)セ
メン

ト協
会

日
本

内
航

海
運

組
合

総
連

合
会

内
航

海
運

業
界

内
航

大
型

船
輸

送
海

運
組

合

全
国

海
運

組
合

連
合

会

全
国

内
航

タン
カー

海
運

組
合

全
国

内
航

輸
送

海
運

組
合

全
日

本
内

航
船

主
海

運
組

合

国
土

交
通

省
海

事
局

行
政

日
本

経
済

団
体

連
合

会
オ

ブ
ザ

ー
バ

ー
（

経
済

団
体

）
日

本
商

工
会

議
所

開
催

実
績

議
題

日
時

・船
員

法
、内

航
海

運
業

法
の

改
正

・連
携

強
化

ガ
イド

ライ
ンの

紹
介

・荷
主

・オ
ペ

レ
ー

ター
の

経
営

層
へ

の
協

力
要

請
・本

懇
談

会
の

進
め

方
（

時
期

、今
後

の
テ

ー
マ

）
に

関
す

る
意

見
交

換

令
和

４
年

３
月

29
日

第
１

回

・内
航

海
運

業
界

と荷
主

業
界

の
連

携
強

化
に

関
す

る
取

組
等

に
つ

い
て

・内
航

海
運

業
の

現
況

等
に

つ
い

て
・荷

主
業

界
の

現
況

等
に

つ
い

て
・意

見
交

換

令
和

６
年

５
月

16
日

第
２

回

・内
航

海
運

の
現

状
と課

題
に

つ
い

て
・意

見
交

換
令

和
７

年
９

月
26

日
第

３
回

※
内

航
海

運
に

お
け

る
運

賃
・用

船
料

等
算

出
の

「標
準

的
な

考
え

方
」策

定
の

キ
ック

オ
フを

行
った

16



「
安
定
・
効
率
輸
送
協
議
会
」
の
構
成

安
定

・効
率

輸
送

協
議

会
名

称
日

本
鉄

鋼
連

盟
石

油
連

盟
石

油
化

学
工

業
協

会
荷

主

構 成 員

日
本

内
航

海
運

組
合

総
連

合
会

内
航

大
型

船
輸

送
海

運
組

合
全

国
海

運
組

合
連

合
会

全
国

内
航

タン
カー

海
運

組
合

全
国

内
航

輸
送

海
運

組
合

全
日

本
内

航
船

主
海

運
組

合

内
航

海
運

国
土

交
通

省
海

事
局

経
済

産
業

省
製

造
産

業
局

金
属

課
(ｵ

ﾌﾞ
ｻﾞ

ｰﾊ
ﾞｰ

）
経

済
産

業
省

製
造

産
業

局
素

材
産

業
課

(ｵ
ﾌﾞ

ｻﾞ
ｰﾊ

ﾞｰ
）

資
源

エネ
ル

ギ
ー

庁
資

源
・燃

料
部

石
油

精
製

備
蓄

課
(ｵ

ﾌﾞ
ｻﾞ

ｰﾊ
ﾞｰ

）
行

政

石
油

化
学

製
品

部
会

石
油

製
品

部
会

鉄
鋼

部
会

名
称

石
油

化
学

工
業

協
会

内
航

ケ
ミカ

ル
船

Ｗ
Ｇ

メン
バ

ー
石

油
連

盟
海

運
専

門
委

員
会

メン
バ

ー
日

本
鉄

鋼
連

盟
製

品
物

流
小

委
員

会
メン

バ
ー

荷
主

構 成 員
全

国
内

航
タン

カー
海

運
組

合
全

国
内

航
タン

カー
海

運
組

合
内

航
大

型
船

輸
送

海
運

組
合

全
国

海
運

組
合

連
合

会
全

国
内

航
輸

送
海

運
組

合
全

日
本

内
航

船
主

海
運

組
合

内
航

海
運

国
土

交
通

省
海

事
局

内
航

課
経

済
産

業
省

製
造

産
業

局
素

材
産

業
課

（
ｵﾌ

ﾞｻ
ﾞｰ

ﾊﾞ
ｰ）

国
土

交
通

省
海

事
局

内
航

課
資

源
エネ

ル
ギ

ー
庁

資
源

・燃
料

部
石

油
精

製
備

蓄
課

（
ｵﾌ

ﾞｻ
ﾞｰ

ﾊﾞ
ｰ）

国
土

交
通

省
海

事
局

内
航

課
経

済
産

業
省

製
造

産
業

局
金

属
課

（
ｵﾌ

ﾞｻ
ﾞｰ

ﾊﾞ
ｰ）

行
政

17



「
み
ん
な
で
創
る
内
航
」
推
進
運
動

「
み
ん
な
で
創
る
内
航
」
推
進
運
動
（
令
和
６
年
度
）

○
内

航
海

運
業

の
魅

力
を

高
め

、
内

航
海

運
業

界
へ

の
求

職
者

を
増

や
す

た
め

に
は

、
働

き
方

改
革

、
取

引
環

境
改

善
、
生

産
性

向
上

の
取

組

を
行

う
内

航
海

運
業

者
を

情
報

発
信

し
、
求

職
者

に
訴

求
す

る
こ

と
が

重
要

。

＜
「
み

ん
な

で
創

る
内

航
」
推

進
運

動
マ

ー
ク

＞

ｃ

②
「
自

主
宣

言
」
を

行
っ

た
内

航
海

運
業

者
を

国
土

交
通

省
H

P
等

で
公

表
す

る
。

求
職

者
等

国
土

交
通

省

③
求

職
者

等
は

国
土

交
通

省
H

P
等

で
「
自

主
宣

言
」
を

行
っ

た
内

航
海

運
業

者
の

情
報

を
確

認
出

来
る

。

内
航

海
運

業
者

①
内

航
海

運
業

者
は

以
下

の
取

組
を

行
う

こ
と

を
国

土
交

通
省

に
対

し
て

「
自

主
宣

言
」
す

る
。

「
自

主
宣

言
」
を

行
っ

た
事

業
者

は
マ

ー
ク

を
活

用
可

能
。

・
関

係
法

令
等

の
遵

守
・
働

き
方

改
革

、
取

引
環

境
改

善
、

生
産

性
向

上
に

向
け

た
自

主
的

な
取

組
（
例

：
配

船
の

自
動

化
等

）

「み
ん

な
で

創
る

内
航

」推
進

運
動

自
主

宣
言

確
認

○
こ

の
た

め
、
①

こ
れ

ら
の

取
組

を
積

極
的

に
行

う
内

航
海

運
業

者
の

皆
様

が
、
取

組
を

実
施

す
る

旨
の

「自
主

宣
言

」
を

行
い

、
②

国
土

交
通

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

で
「自

主
宣

言
」
を

行
っ

た
事

業
者

を
公

表
し

、
③

求
職

者
等

が
当

該
内

航
海

運
業

者
を

確
認

で
き

る
仕

組
み

を
構

築
し

、
求

職
者

へ

の
訴

求
力

向
上

に
加

え
て

、
業

界
全

体
の

働
き

方
改

革
、
取

引
環

境
改

善
、
生

産
性

向
上

に
向

け

た
機

運
醸

成
を

図
る

。
（
令

和
６

年
6

月
～

）

参
加

事
業

者
：7

0
社

 
※

令
和

８
年

８
月

1
日

時
点

ｃ

取
組

事
例

〇
船

員
の

ワ
ー

ク
ラ

イ
フ

バ
ラ

ン
ス

を
重

視
し

た
勤

務
ロ

ー
テ

ー
シ

ョ
ン

の
変

更
（「

6
0

日
乗

船
・
2

0
日

休
暇

」の
採

用
等

）
〇

船
内

居
住

環
境

の
整

備
（船

内
通

信
環

境
の

整
備

、
居

室
へ

の
シ

ャ
ワ

ー
や

ト
イ

レ
の

設
置

、
女

性
船

員
専

用
区

画
の

設
置

等
）

○
船

員
の

労
務

負
担

軽
減

設
備

の
導

入
（遠

隔
監

視
シ

ス
テ

ム
の

導
入

等
）

○
荷

役
作

業
の

見
直

し
（海

陸
に

お
け

る
荷

役
作

業
の

見
直

し
や

改
善

）
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「
み
ん
な
で
創
る
内
航
」
推
進
運
動
参
加
事
業
者

参
加

事
業

者

山
友

汽
船

株
式

会
社

株
式

会
社

商
船

三
井

内
航

中
田

建
設

株
式

会
社

エ
ス

オ
ー

シ
ー

マ
リ

ン
株

式
会

社
岩

崎
汽

船
株

式
会

社
北

星
海

運
株

式
会

社
芝

浦
海

運
株

式
会

社
N

S
ユ

ナ
イ

テ
ッ

ド
内

航
海

運
株

式
会

社
大

分
海

運
株

式
会

社
さ

お
り

海
運

有
限

会
社

エ
ス

オ
ー

シ
ー

物
流

株
式

会
社

興
和

海
運

株
式

会
社

日
鉄

物
流

株
式

会
社

た
を

の
海

運
株

式
会

社
広

洋
海

運
有

限
会

社
昭

和
日

タ
ン

株
式

会
社

西
部

タ
ン

カ
ー

株
式

会
社

大
泉

物
流

株
式

会
社

有
限

会
社

坂
田

海
運

ニ
ッ

ス
イ

マ
リ

ン
工

業
株

式
会

社
近

海
郵

船
株

式
会

社
近

郵
船

舶
管

理
株

式
会

社
三

興
海

運
株

式
会

社
玄

海
汽

船
株

式
会

社

株
式

会
社

辰
巳

商
会

株
式

会
社

イ
コ

ー
ズ

株
式

会
社

商
船

三
井

さ
ん

ふ
ら

わ
あ

幸
洋

汽
船

株
式

会
社

東
ソ

ー
物

流
株

式
会

社
東

ソ
ー

物
流

グ
ル

ー
プ

コ
ー

ウ
ン

・マ
リ

ン
株

式
会

社
松

田
海

運
株

式
会

社
田

渕
海

運
株

式
会

社
浜

崎
海

運
株

式
会

社
末

廣
海

運
株

式
会

社
株

式
会

社
雄

和
海

運
岡

本
海

運
株

式
会

社
日

本
ガ

ス
ラ

イ
ン

株
式

会
社

甲
斐

機
船

株
式

会
社

祝
林

タ
ン

カ
ー

株
式

会
社

平
和

マ
リ

タ
イ

ム
株

式
会

社
舛

宝
海

運
有

限
会

社
オ

ー
ラ

イ
ン

株
式

会
社

木
村

海
運

株
式

会
社

井
本

商
運

株
式

会
社

井
本

船
舶

株
式

会
社

神
戸

海
洋

技
術

株
式

会
社

松
盛

汽
船

株
式

会
社

備
後

共
同

汽
船

株
式

会
社

第
一

マ
リ

ン
株

式
会

社
オ

ー
シ

ャ
ン

ト
ラ

ン
ス

株
式

会
社

株
式

会
社

し
ん

こ
う

せ
い

川
崎

近
海

汽
船

株
式

会
社

浜
野

海
運

株
式

会
社

真
宝

海
運

有
限

会
社

イ
イ

ノ
ガ

ス
ト

ラ
ン

ス
ポ

ー
ト

株
式

会
社

大
窯

汽
船

株
式

会
社

近
海

タ
ン

カ
ー

株
式

会
社

旭
汽

船
株

式
会

社
大

一
海

運
株

式
会

社
旭

タ
ン

カ
ー

株
式

会
社

光
晴

汽
船

株
式

会
社

ト
ヨ

フ
ジ

海
運

株
式

会
社

Ｎ
Ｘ

海
運

株
式

会
社

株
式

会
社

フ
ジ

ト
ラ

ン
ス

コ
ー

ポ
レ

ー
シ

ョ
ン

N
S

ユ
ナ

イ
テ

ッ
ド

タ
ン

カ
ー

株
式

会
社

三
興

運
油

マ
リ

タ
イ

ム
株

式
会

社
三

興
運

油
株

式
会

社
誠

海
事

株
式

会
社

太
平

洋
沿

海
汽

船
株

式
会

社
デ

ュ
カ

ム
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内
航
海
運
業
に
お
け
る
商
慣
習
の
実
態
調
査
（
令
和
６
年
度
）

○
内

航
海

運
に

お
け

る
船

員
の

働
き

方
改

革
の

推
進

や
取

引
環

境
の

改
善

、生
産

性
の

向
上

を
目

的
に

、内
航

海
運

業
に

お
け

る
商

慣
習

の
実

態
とそ

の
改

善
事

例
の

調
査

を
実

施
。

○
調

査
結

果
を

踏
ま

え
、「

内
航

海
運

業
者

と荷
主

との
連

携
強

化
の

た
め

の
ガ

イド
ライ

ン
(第

２
版

)」
を

改
定

し、
望

ま
しい

取
引

の
あ

り方
や

安
定

的
な

内
航

輸
送

の
確

保
に

向
け

た
課

題
へ

の
取

組
事

例
の

内
容

等
を

充
実

。
○

さら
に

、効
果

が
み

られ
た

取
組

を
、「

内
航

海
運

に
お

け
る

船
員

の
働

き
方

改
革

・取
引

環
境

改
善

・
生

産
性

向
上

に
向

け
た

改
善

事
例

集
」と

して
取

りま
とめ

。

内
航

海
運

業
者

と荷
主

との
連

携
強

化
の

た
め

の
ガ

イ
ドラ

イ
ン

取
引

環
境

改
善

・生
産

性
向

上
に

向
け

た
改

善
事

例
集

原
価

計
算

に
基

づ
く価

格
協

議
や

契
約

内
容

の
明

確
化

な
ど

望
ま

しい
取

引
の

あ
り方

の
ポ

イン
トを

追
加

取
引

環
境

や
労

働
環

境
な

どに
お

け
る

改
善

事
例

を
追

加

ガ
イ

ドラ
イ

ン
の

内
容

に
対

応
す

る
形

で
、「

取
引

内
容

」「
労

働
環

境
」「

運
航

管
理

」「
事

務
作

業
」「

空
荷

運
航

」の
改

善
事

例
を

詳
細

に
紹

介
（

全
16

事
例

）
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運
賃
・
用
船
料
等
算
出
の
「
標
準
的
な
考
え
方
」
（
令
和
７
年
度
）

•
独

占
禁

止
法

の
物

流
特

殊
指

定
と取

適
法

で
は

、そ
れ

ぞ
れ

同
種

又
は

類
似

の
内

容
の

運
送

等
に

対
して

「通
常

支
払

わ
れ

る
対

価
」に

比
べ

て
著

しく
低

い
代

金
の

額
を

不
当

に
定

め
る

こと
を「

買
い

た
た

き」
とし

て
禁

止
して

い
る

。
•

「標
準

的
な

考
え

方
」に

基
づ

き算
出

され
た

運
賃

・用
船

料
等

に
つ

い
て

は
、使

用
され

る
単

価
や

利
益

の
水

準
が

、
受

注
者

の
属

す
る

取
引

地
域

に
お

い
て

一
般

に
支

払
わ

れ
る

単
価

や
利

益
と同

水
準

で
あ

れ
ば

、「
通

常
支

払
わ

れ
る

対
価

」と
な

り、
これ

を
著

しく
下

回
る

金
額

を
不

当
に

定
め

る
こと

は
「買

い
た

た
き」

に
該

当
す

る
可

能
性

が
あ

る
。

•
この

よ
うに

、標
準

的
な

考
え

方
に

基
づ

い
て

算
出

した
運

賃
・用

船
料

等
は

、独
占

禁
止

法
お

よび
中

小
受

託
取

引
適

正
化

法
に

お
け

る
「買

い
た

た
き」

の
判

断
材

料
の

一
つ

で
あ

る
こと

か
ら、

これ
を尊

重
す

る
こと

が
求

め
られ

る
。

法
規

制
上

の
位

置
づ

け

「標
準

的
な

考
え

方
」で

は
提

供
す

る
作

業
に

か
か

る
原

価
に

適
正

な
利

益
を

加
算

す
る

手
法

(コ
ス

トベ
ー

ス
プ

ライ
シ

ング
)の

考
え

方
に

基
づ

き
、運

賃
・用

船
料

等
を

構
成

す
る

費
目

を
体

系
的

に
整

理
しつ

つ
、そ

れ
ぞ

れ
の

費
目

の
算

出
方

法
を

整
理

。
ま

た
、滞

船
料

や
荷

役
付

帯
作

業
な

ど貨
物

輸
送

に
お

い
て

想
定

され
る

内
容

等
を超

え
て

発
生

す
る

作
業

へ
の

対
価

等
は

「個
別

料
金

」と
して

設
定

。

総
額

の
み

8
0

%

費
目

の
み

4
%

費
目

と
単

価
を

設
定

1
6

%

契
約

金
額

の
表

記
（
荷

主
・
オ

ペ
間

）

運
賃

・用
船

料
の

体
系

図
「標

準
的

な
考

え
方

」
（

表
紙

）

費
目

に
お

け
る

算
出

方
法

（
例

：
船

員
費

）

○
内

航
海

運
業

者
の

多
くが

中
小

事
業

者
の

た
め

、荷
主

より
も

立
場

が
弱

く、
対

等
な

交
渉

で
十

分
な

運
賃

・用
船

料
等

を
収

受
で

き
な

い
場

合
も

あ
り、

収
益

性
が

低
い

とい
う構

造
的

な
課

題
が

あ
る

。
○

令
和

6年
度

の
調

査
に

よ
り、

料
金

の
内

訳
を

示
さな

い
総

額
で

の
価

格
交

渉
が

多
い

実
態

や
、運

賃
・用

船
料

の
適

正
収

受
に

課
題

が
あ

る
との

声
が

あ
り、

特
に

修
繕

費
・船

員
費

・減
価

償
却

費
な

どの
費

目
に

お
け

る
価

格
転

嫁
に

課
題

が
あ

る
こと

が
判

明
。

○
こう

した
状

況
を

踏
ま

え
、内

航
海

運
業

者
が

適
切

な
運

賃
・用

船
料

等
を

収
受

で
き

る
取

引
環

境
の

整
備

を推
進

す
る

た
め

、運
賃

・用
船

料
等

を
構

成
す

る
費

目
とそ

の
算

出
方

法
を整

理
した

「標
準

的
な

考
え

方
」を

策
定

内
航

海
運

に
お

け
る

運
賃

・用
船

料
等

算
出

の
「標

準
的

な
考

え
方

」
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「
内
航
海
運
に
お
け
る
作
業
効
率
化
に
向
け
た
指
針
」
の
策
定
（
令
和
８
年
度
・
実
施
中
）

○
安

定
的

な
海

上
輸

送
を

確
保

す
る

た
め

に
は

、船
員

の
労

働
生

産
性

の
向

上
及

び
船

員
の

労
務

負
担

の
軽

減
が

必
要

不
可

欠
○

内
航

海
運

の
生

産
性

向
上

や
取

引
環

境
の

改
善

を
目

的
とし

て
、離

着
岸

時
、運

航
時

、停
泊

・荷
役

時
に

お
け

る
船

員
及

び
陸

上
作

業
員

の
作

業
内

容
に

つ
い

て
、改

善
が

必
要

な
作

業
を

特
定

し、
作

業
方

法
・手

順
の

見
直

し、
作

業
の

廃
止

、役
割

分
担

の
見

直
し、

作
業

の
省

力
化

な
ど、

作
業

効
率

化
の

た
め

の
指

針
を

策
定

す
る

実
態

調
査

・分
析

•
一

般
貨

物
船

・オ
イル

タン
カー

・ケ
ミカ

ル
タン

カー
の

３
船

種
を対

象
に

、船
員

・陸
上

作
業

員
が

実
施

して
い

る
作

業
内

容
の

実
態

（
負

担
に

な
って

い
る

作
業

内
容

や
原

因
・改

善
方

策
な

ど）
に

つ
い

て
、W

EB
ア

ンケ
ー

ト・
事

業
者

へ
の

ヒア
リン

グ
等

で
調

査
す

る
。

•
実

態
調

査
を踏

まえ
、改

善
が

必
要

な
作

業
等

を整
理

し、
非

効
率

作
業

を特
定

想
定

さ
れ

る
非

効
率

作
業

例
具

体
の

取
組

内
容

指
針

策
定

•
実

態
調

査
・分

析
で

整
理

した
非

効
率

作
業

に
つ

い
て

、作
業

方
法

・手
順

の
見

直
しや

作
業

の
廃

止
、役

割
分

担
の

見
直

し、
機

器
や

シ
ス

テ
ム

を活
用

した
作

業
の

省
力

化
な

ど、
改

善
方

策
を

示
した

「内
航

海
運

に
お

け
る

作
業

効
率

化
に

向
け

た
指

針
」を

策
定

•
指

針
の

策
定

に
あ

た
って

は
、検

討
会

や
安

定
・効

率
輸

送
協

議
会

（
荷

主
企

業
・内

航
海

運
業

者
・行

政
か

ら構
成

）
に

お
い

て
議

論
・合

意
形

成
を図

る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

反
映

•
「内

航
海

運
業

者
と荷

主
との

連
携

強
化

の
た

め
の

ガ
イド

ライ
ン」

に
、「

作
業

効
率

化
に

向
け

た
指

針
」等

の
内

容
を反

映

関
係

者
周

知
•

安
定

・効
率

輸
送

協
議

会
等

を通
じて

、荷
主

と内
航

海
運

業
者

等
に

対
して

、作
業

効
率

化
に

向
け

た
指

針
や

ガ
イド

ライ
ン

を
周

知

フォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

•
作

業
効

率
化

に
関

す
る

取
組

状
況

を
アン

ケ
ー

ト等
で

確
認

し、
継

続
的

な
フォ

ロー
アッ

プを
実

施

タン
ク封

印
作

業

ダン
ネ

ー
ジ

の
設

置
・処

理
作

業

タン
ク内

清
掃

作
業
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内
航
海
運
船
団
輸
送
力
向
上
事
業
費
補
助
金
（
令
和
８
年
度
・
実
施
中
）

○
内

航
海

運
は

国
内

貨
物

輸
送

全
体

の
約

４
割

、
産

業
基

礎
物

資
輸

送
の

約
８

割
を

担
い

、
国

民
生

活
や

経
済

活
動

を
支

え
る

重
要

な
輸

送
イ

ン
フ

ラ
で

あ
る

と
と

も
に

、
ト

ラ
ッ

ク
か

ら
船

舶
へ

の
モ

ー
ダ

ル
シ

フ
ト

の
進

展
に

よ
り

、
内

航
海

運
に

求
め

ら
れ

る
役

割
は

今
後

ま
す

ま
す

高
ま

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
。

○
一

方
で

、
船

員
不

足
の

深
刻

化
に

加
え

、
労

働
時

間
規

制
の

強
化

等
に

よ
り

、
船

舶
の

運
航

効
率

の
低

下
や

運
航

停
止

リ
ス

ク
の

顕
在

化
が

課
題

と
な

っ
て

い
る

。

○
こ

の
よ

う
な

状
況

の
中

、
今

後
も

安
定

的
な

海
上

輸
送

を
確

保
す

る
た

め
に

は
、
限

ら
れ

た
船

員
・船

舶
に

よ
る

内
航

海
運

の
輸

送
力

の
最

大
化

を
図

る
取

組
を

推
進

す
る

こ
と

が
重

要
。

１
．
船

団
輸

送
力

向
上

計
画

の
策

定

2
．
船

団
内

の
船

員
育

成
・
能

力
の

均
質

化

3
．
配

船
の

効
率

化
・
高

度
化

船
団

内
の

船
舶

の
運

用
状

況
や

配
船

に
か

か
る

制
約

要
因

を
把

握
・
分

析
し

た
上

で
、
船

員
育

成
や

ス
キ

ル
均

質
化

を
図

る
た

め
の

教
育

計
画

や
、
船

団
内

の
情

報
共

有
や

配
船

の
効

率
化

を
図

る
た

め
の

方
策

な
ど

、
船

団
全

体
の

輸
送

力
を

向
上

す
る

た
め

の
計

画
（
船

団
輸

送
力

向
上

計
画

）
を

策
定

す
る

た
め

に
必

要
な

経
費

を
支

援

船
団

内
の

船
員

を
対

象
に

、
船

団
全

体
の

ス
キ

ル
向

上
や

船
団

内
の

船
員

ス
キ

ル
の

均
質

化
を

図
る

取
組

（
実

践
的

か
つ

体
系

的
な

教
育

訓
練

の
実

施
等

）
や

、
配

船
の

効
率

化
に

資
す

る
資

格
取

得
を

支
援

す
る

取
組

に
必

要
な

経
費

を
支

援
例

）
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
ー

等
の

訓
練

設
備

の
導

入
費

用
、
B

R
M

訓
練

な
ど

船
員

育
成

訓
練

の
受

講
費

、
資

格
取

得
に

向
け

た
講

習
受

講
費

船
舶

の
運

航
状

況
、
船

員
の

配
置

状
況

等
の

情
報

を
一

元
的

に
把

握
・
共

有
す

る
た

め
の

情
報

基
盤

の
整

備
や

、
当

該
情

報
を

活
用

し
た

配
船

機
能

の
高

度
化

を
図

る
取

組
に

必
要

な
経

費
を

支
援

例
）

運
航

管
理

シ
ス

テ
ム

導
入

費
用

、
配

船
計

画
立

案
シ

ス
テ

ム
導

入
費

用

背
景

・
課

題

事
業

内
容

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

主
導

の
下

、
複

数
の

内
航

船
オ

ー
ナ

ー
等

と
連

携
し

、
船

団
全

体
の

輸
送

力
向

上
に

資
す

る
取

組
に

対
し

て
支

援
を

行
う

《
補

助
額

上
限

：1
0

,0
0

0
千

円
・

補
助

率
：1

/2
 》

【
具

体
的

な
支

援
内

容
】

船
団

内
の

船
員

育
成

・能
力

の
均

質
化

や
配

船
機

能
の

高
度

化
を

通
じ

て
船

団
全

体
の

運
航

安
定

性
及

び
配

船
の

効
率

化
を

図
る

取
組

な
ど

、
取

組
効

果
が

船
団

全
体

に
波

及
し

や
す

い
取

組
を

支
援

し
、
輸

送
力

の
向

上
や

船
員

不
足

の
緩

和
を

図
り

、
安

定
的

な
海

上
輸

送
の

確
保

を
目

指
す

。

〈
操

船
シ

ミ
ュ

レ
ー

タ
ー

を
活

用
し

た
訓

練
〉

〈
配

船
計

画
立

案
シ

ス
テ

ム
〉

…
配

船
の

制
約

要
因

の
分

析
・
改

善
計

画
の

策
定

…
人

的
要

因
に

よ
る

配
船

の
制

約
の

緩
和

…
シ

ス
テ

ム
を

活
用

し
、
よ

り
効

率
か

つ
即

時
に

最
適

な
配

船
を

実
施
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（令和８年４月１日現在）

業　種 

 局　別 事業者数 船舶数(隻) 船員数(人) 組織船員数(人)

①（R8.4.1） 19 41 372 274

②（R7.4.1） 19 41 368 273

①　－　② 0 0 4 1

①（R8.4.1） 32 74 506 273

②（R7.4.1） 31 73 505 282

①　－　② 1 1 1 △ 9

①（R8.4.1） 82 329 4,154 2,834

②（R7.4.1） 111 338 3,870 2,795

①　－　② △ 29 △ 9 284 39

①（R8.4.1） 7 19 92 60

②（R7.4.1） 7 20 98 62

①　－　② 0 △ 1 △ 6 △ 2

①（R8.4.1） 42 95 827 264

②（R7.4.1） 42 92 813 251

①　－　② 0 3 14 13

①（R8.4.1） 75 222 1,880 660

②（R7.4.1） 80 226 1,873 677

①　－　② △ 5 △ 4 7 △ 17

①（R8.4.1） 99 225 1,722 551

②（R7.4.1） 102 225 1,652 576

①　－　② △ 3 0 70 △ 25

①（R8.4.1） 234 662 4,184 773

②（R7.4.1） 231 629 4,194 745

①　－　② 3 33 △ 10 28

①（R8.4.1） 272 652 4,952 333

②（R7.4.1） 281 691 5,008 350

①　－　② △ 9 △ 39 △ 56 △ 17

①（R8.4.1） 325 671 5,123 1,269

②（R7.4.1） 325 671 5,123 1,269

①　－　② 0 0 0 0

①（R8.4.1） 20 48 497 312

②（R7.4.1） 19 47 490 312

①　－　② 1 1 7 0

①（R8.4.1） 1,207 3,038 24,309 7,603

②（R7.4.1） 1,248 3,053 23,994 7,592

①　－　② △ 41 △ 15 315 11

沖縄総合事務局

計

中部運輸局

近畿運輸局

神戸運輸監理部

中国運輸局

四国運輸局

九州運輸局

北陸信越運輸局

最低賃金適用対象事業者数、船舶数及び船員数

内航鋼船運航業

北海道運輸局

東北運輸局

関東運輸局

資料４
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【職員】

58歳 755,000円 780,000円

24歳 180,000円 344,080円

48.4歳 328,081円 596,048円

719人

【部員】

72歳 575,000円 577,340円

29歳 166,840円 359,457円

46.5歳 258,932円 401,337円

167人

資料説明
1

2 　調査は未組織船員を対象に、126隻（職719人、部員167人）について回収集計した。

3

全国内航鋼船運航業船員賃金実態調査

年　　齢 本　　給 計

賃金が最も高かった者

賃金が最も低かった者

平　　均

人　　数

　国土交通大臣が決定する内航鋼船運航業最低賃金の適用を受ける船舶のうち、未組織船に
乗組む船員に対し、令和８年５月に支給された賃金の実態について調査したものである。

　表中の「計」は、本給、家族手当、職務手当、その他恒常的に支払われる手当及び航海日
当の合計額である。

本　　給 計

賃金が最も高かった者

賃金が最も低かった者

平　　均

人　　数

年　　齢

資料５
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職員Ａ 職員Ｂ 部員Ａ 部員Ｂ

平成８年 238,800円 221,200円 180,150円 171,700円

平成９年 240,050円 223,600円 181,050円 172,300円

平成１０年 240,950円 224,450円 181,800円 172,950円

平成１３年 241,400円 224,950円 182,100円 －

平成１８年 － － － －

平成２０年 － － 182,850円 173,700円

平成２５年 242,350円 225,900円 183,750円 174,450円

平成２６年 243,350円 226,900円 184,750円 175,450円

平成２７年 245,150円 228,700円 186,550円 177,250円

平成２８年 246,150円 229,700円 187,550円 178,250円

平成２９年 247,150円 230,700円 188,550円 179,250円

平成３０年 248,450円 232,000円 189,850円 180,550円

令和元年 249,550円 233,100円 190,950円 181,650円

令和２年 250,050円 233,600円 191,450円 182,150円

令和３年 250,750円 234,300円 192,150円 182,850円

令和４年 251,750円 235,300円 193,150円 183,850円

令和５年 258,950円 242,500円 200,350円 191,050円

令和６年 267,950円 251,500円 209,350円 200,050円

令和7年 276,450円 260,000円 217,850円 208,550円

　※ 記載のない年度は、諮問が行われていない。

全国内航鋼船運航業の最低賃金の改正状況

年度
最低賃金額

資料６
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最低賃金の改正に係る参考資料 

資料７
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(単位：円)

北海道 R8.4.2 278,800 262,350 220,250 211,050

東　北 R8.4.2 278,750 262,300 219,650 210,500

関　東 R8.3.2 282,900 266,150 224,300 214,700

北陸信越 R8.3.17 281,050 264,600 222,350 213,050

中　部 R8.4.9 284,950 268,500 228,050 218,750

近　畿 R8.3.27 282,500 266,050 282,500 223,750 214,450

神　戸 R8.3.27 280,650 264,200 280,650 222,100 212,800

中　国 R8.3.9 280,700 264,150 280,700 222,100 212,700

四　国 R8.3.27 280,700 264,150 280,700 222,100 212,700

九　州 R8.5.18 279,700 263,250 279,700 221,100 211,800

沖　縄 R8.3.13 278,750 262,300 220,150 210,850

内航鋼船運航業及び木船運航業最低賃金決定状況（地方運輸局長等関係）

区分
決定公示
年月日

職員Ａ 職員Ｂ はしけ長 部員Ａ 部員Ｂ
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単位：円

世帯人員

費　 目

29,380 52,640 65,130 77,620 90,120

(35,770) (48,320) (61,800) (75,270) (88,750)

-6,390 4,320 3,330 2,350 1,370

51,480 66,690 57,520 48,340 39,170

(46,760) (60,700) (50,660) (40,620) (30,570)

4,720 5,990 6,860 7,720 8,600

4,640 5,140 7,170 9,200 11,240

(6,230) (4,480) (7,140) (9,800) (12,450)

-1,590 660 30 -600 -1,210

30,390 38,050 52,730 67,410 82,090

(25,660) (37,610) (52,370) (67,120) (81,890)

4,730 440 360 290 200

10,440 20,140 23,540 26,940 30,350

(10,640) (17,320) (22,660) (28,010) (33,350)

-200 2,820 880 -1,070 -3,000

126,330 182,660 206,090 229,510 252,970

125,060 168,430 194,630 220,820 247,010

1,270 14,230 11,460 8,690 5,960

101.0 108.4 105.9 103.9 102.4

※　費目欄の(　　）の数字は、前年金額を示す。

※　費目欄の下段は、対前年との差額を示す。

※　各費目の構成項目

　　　食料費 食料

　　　住居関係費 住居、光熱・水道、家具・家事用品

　　　被服・履物費 被服及び履物

　　　雑費Ⅰ 保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

　　　雑費Ⅱ その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

費目別、世帯人員別標準生計費（令和８年４月）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人

前年

対前年増減

対前年比
（前年100）

資料出所：「令和７年人事院勧告（参考資料）」
　　　　　　 「令和８年人事院勧告（各種調査等の結果詳細）」

食料費

住居関係費

被服・履物費

雑費Ⅰ

雑費Ⅱ

計
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総合 食料 住居
光熱・
　水道

家具・
家事用品

被服及び
履物

保健
医療

交通・
　通信

教育
教養
娯楽

諸雑費

10000 2626 2149 693 387 353 477 1493 304 911 607

２年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

３年 99.8 100.0 100.6 101.3 101.7 100.4 99.6 95.0 100.0 101.6 101.1

４年 102.3 104.5 101.3 116.3 105.5 102.0 99.3 93.5 100.9 102.7 102.2

５年 105.6 112.9 102.4 108.5 113.8 105.7 101.2 95.8 102.1 107.1 103.7

６年 108.5 117.8 103.1 112.8 118.4 108.2 102.8 97.4 101.6 112.9 104.8

７年 111.9 125.8 104.0 116.9 121.6 111.1 104.3 100.0 97.1 115.6 105.9

２年 0.0 1.4 0.6 △ 2.4 2.3 1.1 0.3 △ 0.2 △ 7.8 △ 0.6 △ 2.0

３年 △ 0.2 0.0 0.6 1.3 1.7 0.4 △ 0.4 △ 5.0 0.0 1.6 1.1

４年 2.5 4.5 0.6 14.8 3.8 1.6 △ 0.3 △ 1.5 0.9 1.1 1.1

５年 3.2 8.1 1.1 △ 6.7 7.9 3.6 1.9 2.5 1.2 4.3 1.4

６年 2.7 4.3 0.7 4.0 4.0 2.4 1.6 1.6 △ 0.4 5.4 1.1

７年 3.2 6.8 1.0 3.6 2.7 2.6 1.5 2.7 △ 4.5 2.4 1.1

０７年１月 111.2 124.7 103.5 119.3 119.6 108.6 103.9 99.1 101.3 112.9 105.6

２月 110.8 124.1 103.6 114.2 119.4 108.8 103.9 99.3 101.5 113.3 105.5

３月 111.1 124.2 103.6 114.5 120.0 110.1 104.2 99.5 101.5 114.3 105.6

４月 111.5 124.0 103.9 117.9 121.8 111.6 104.2 99.9 95.7 115.9 105.8

５月 111.8 124.4 104.0 121.2 122.1 111.5 104.3 99.6 95.7 116.1 106.0

６月 111.7 124.6 104.0 120.1 122.3 111.3 104.3 99.6 95.6 115.0 106.0

７月 111.9 125.1 104.1 119.1 122.5 110.1 104.4 100.2 95.6 115.9 106.1

８月 112.1 126.1 104.2 114.2 122.7 109.4 104.3 100.6 95.6 118.0 106.3

９月 112.0 127.0 104.2 112.6 121.8 112.5 104.4 100.4 95.6 115.5 105.8

１０月 112.8 128.1 104.3 113.5 123.4 112.8 104.5 101.2 95.6 117.2 106.2

１１月 113.2 128.6 104.5 117.9 122.7 113.3 104.6 101.0 95.6 116.8 106.1

１２月 113.0 128.8 104.5 117.7 121.1 112.7 104.5 100.0 95.6 116.8 106.1

０８年１月 112.9 129.5 104.6 117.5 120.6 111.2 104.3 99.7 95.6 115.2 106.2

２月 112.2 129.0 104.6 107.9 120.9 111.2 104.3 99.8 95.8 115.8 106.1

３月 112.7 128.7 104.6 109.0 123.2 112.4 104.4 101.5 95.9 116.9 106.3

資料出所：総務省統計局「２０２０年基準　消費者物価指数（全国）」

月
別
指
数
・
２
年
100

消 費 者 物 価 指 数 （ １ ０ 大 費 目 ）

年平均

ウエイト

指
数
・
２
年
100

対
前
年
比
・
％
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１．決定方式別の最低賃金決定件数及び適用労働者数　　　　　　           
（R8.3末現在）

決定件数
適用労働者
数(百人）

最低賃金審議会の調査審議に基づく最低賃金(法第16条) 271 －
(1) 地域別最低賃金 47 －
(2) 産業別最低賃金 224 30,065
イ  新産業別最低賃金 222 30,054 下記2-1
①　厚生労働大臣決定分 0 0
②　都道府県労働局長決定分 222 30,054

ロ　従来の産業別最低賃金 2 11 下記2-2
①　厚生労働大臣決定分 1 4
②　都道府県労働局長決定分 1 7

２．産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数           
　２－１　 新産業別最低賃金                                                                    （R8.3末現在）

決定件数
適用使用者
数（百人）

適用労働者
数（百人）

食料品・飲料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　5 3 138
繊維工業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　5 6 133
木材・木製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1 7
パルプ・紙・紙加工品製造業関係 2 1 78
印刷・同関連産業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3 34
塗料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 1 63
ゴム製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1 58
窯業・土石製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 3 102
鉄鋼業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　20 31 1,423
非鉄金属製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　9 9 417
金属製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 9 115
一般機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　25 228 5,625
精密機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　7 7 220
電気機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　45 211 9,145
輸送用機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　33 143 8,486

166 657 26,044
新聞・出版業関係 1 1 5
各種商品小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　30 16 1,813
自動車小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　23 215 2,134
自動車整備業関係 1 10 35
道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3 23

56 245 4,010
222 902 30,054

                                                                               
　２－２　従来の産業別最低賃金             （R8.3末現在）

決定件数
適用使用者
数（百人）

適用労働者
数（百人）

1 4 7
1 1 4
2 5 11

注：

                                                                               

                                                                               

非
製
造
業

決定方式、産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数

決 定 方 式

業 種

製

造

業

小 計

（地域別最低賃金を下回る特定最低賃金を含む）

1  複数の業種にまたがって設定されているものについては、主な業種に計上している。
2  適用使用者数及び適用労働者数は、令和３年経済センサス－活動調査等に基づき推計した
 数値である。
3  適用使用者数及び適用労働者数は、100人未満の数値を四捨五入した数値。ただし、合計が
 50人未満の場合は全て「1(百人)」としている。
4  全国非金属鉱業（厚生労働大臣決定）関係の適用使用者数・適用労働者数については平成
 元年のもの。

      資料出所：「令和８年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」 

小 計
合 計

業 種

木材・木製品・家具・装備品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　
全国非金属鉱業(厚生労働大臣決定)関係

合 計
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1.121 (47) 1.055 (47)

対前年度上昇率（％） 6.26 5.08

食料品・飲料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　915 (5) 892 (5)

繊維工業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 794 (5) 794 (5)

木材・木製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　876 (1) 876 (1)

パルプ・紙・紙加工品製造業関係 860 (2) 861 (2)

印刷・同関連産業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 850 (1) 850 (1)

塗料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,105 (4) 1,058 (4)

ゴム製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 915 (1) 915 (1)

窯業・土石製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1,041 (4) 1,005 (4)

鉄鋼業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,151 (20) 1,088 (20)

非鉄金属製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 995 (9) 940 (9)

金属製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 990 (4) 990 (4)

一般機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1,051 (25) 1,014 (25)

精密機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1,031 (7) 996 (7)

電気機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1,028 (45) 994 (45)

輸送用機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1,100 (33) 1,046 (33)

1,060 (166) 1,018 (166)

新聞・出版業関係 879 (1) 879 (1)

各種商品小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 865 (30) 862 (30)

自動車小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 983 (23) 972 (23)

自動車整備業関係 1,017 (1) 1,017 (1)

道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 910 (1) 910 (1)

929 (56) 922 (56)

1,042 (222) 1,006 (222)

対前年度上昇率（％） 3.58 3.71

816 (1) 816 (1)

1.042 (223) 1,006 (223)

※１

※２

（日　額） （日　額）

5,772 5,772

地域別・産業別最低賃金の全国加重平均額　(令和8年3月末現在）

単位：円（件数）

年　度　
令和７年度 令和６年度

　事　項　別

（地域別最低賃金を下回る特定最低賃金を含む）

地 域 別 最 低 賃 金

特
　
　
　
定
　
　
　
最
　
　
　
低
　
　
　
賃
　
　
　
金
　
（
※
１
、
２
）

新

産

業

別

最

低

賃

金

製

造

業

小 計

非

製

造

業

小 計

合 計

旧 産 業 別 最 低 賃 金

総 合 計

       資料出所：「令和８年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」 

　本表の金額は、各都道府県に設定されている特定最低賃金（地域別最低賃金を下回る特定最低賃金を含む。）の全国加重平均時
間額であり、（　）内は設定件数である。

　複数の業種にまたがって設定されているものについては、主な業種に計上している。

全国を適用地域とする旧産業別最低賃金
(1) (1)

（ 厚 生 労 働 大 臣 決 定 ）

全国を適用地域とする新産業別最低賃金
(0) (0)

（ 厚 生 労 働 大 臣 決 定 ）
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　単位：円 (％)　

ランク
（注１、２）

　年度
引上げ

額
引上げ

率
引上げ

額
引上げ

率
引上げ

額
引上げ

率
引上げ

額
引上げ

率
9 (1.39) 6 (0.98)
～ ～ ～ ～

10 (1.54) 7 (1.14)

平成20年度 15 (2.07) 11 (1.61) 10 (1.52) 7 (1.13) (1.48)

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

令和７年度

令和８年度

（注）１

２ ．Ａ～Ｄのランクは、各都道府県の経済実態に基づき区分されたもの。

３ ．平成26年度の最低賃金額の改定の結果、最低賃金が生活保護水準を下回る地域は解消された。

平成19年度 19 (2.69) 14 (2.09)

．各ランクごとの引上げ額（改定の目安）は、最低賃金（時間額）に対する金額である。

平均
引上げ率

(1.62)

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１２円、Ｃ・Ｄランク１０円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
     審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１５円、Ｃランク１４円、Ｄランク１３円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
     審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１８円、Ｃ・Ｄランク１６円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２５円、Ｂランク２４円、Ｃランク２２円、Ｄランク２１円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２６円、Ｂランク２５円、Ｃランク２４円、Ｄランク２２円

　最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、答申において示された乖離額の
解消に関する考え方により算出される金額
　その他の地域については、現行水準の維持を基本として引上げ額の目安は示さない
ことが適当

　原則として下記「1.」の金額
　最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、「1.」と「2.」を比較して大き
い方の金額
　1．Ａ～Ｄランクですべて１０円
　2．答申において示された、乖離額の解消に関する考え方により算出された金額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク４円、Ｂ～Ｄランク１円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
　   審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク５円、Ｂ～Ｄランク４円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
　　 審議会が定めた額

　新型コロナウイルス感染症拡大による現下の経済・雇用への影響等を踏まえ、引上
げ額の目安を示すことは困難であり、現行水準を維持することが適当。

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２７円、Ｂランク２６円、Ｃランク２５円、Ｄランク２３円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク５０円、Ｂランク５０円、Ｃランク５０円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク５４円、Ｂランク５６円、Ｃランク５６円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク４１円、Ｂランク４０円、Ｃランク３９円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａ～Ｄランク全てにおいて２８円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２８円、Ｂランク２７円、Ｃランク２６円、Ｄランク２６円

地域別最低賃金額改定の目安の推移

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク３１円、Ｂランク３１円、Ｃランク３０円、Ｄランク３０円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク６３円、Ｂランク６３円、Ｃランク６４円
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時間額 発効年月日 時間額 発効年月日
円 円 円 円

1,055 －－ 51 1,121 －－ 66
埼　　玉 1,078 R6.10.1 50 1,141 R7.11.1 63
千　　葉 1,076 R6.10.1 50 1,140 R7.10.3 64
東　　京 1,163 R6.10.1 50 1,226 R7.10.3 63
神 奈 川 1,162 R6.10.1 50 1,225 R7.10.4 63
愛　　知 1,077 R6.10.1 50 1,140 R7.10.18 63
大　　阪 1,114 R6.10.1 50 1,177 R7.10.16 63

北 海 道 1,010 R6.10.1 50 1,075 R7.10.4 65
宮　　城 973 R6.10.1 50 1,037 R7.10.4 64
福　　島 955 R6.10.5 55 1,033 R8.1.1 78
茨　　城 1,005 R6.10.1 52 1,074 R7.10.12 69
栃　　木 1,004 R6.10.1 50 1,068 R7.10.1 64
群　　馬 985 R6.10.4 50 1,063 R8.3.1 78
新　　潟 985 R6.10.1 54 1,050 R7.10.2 65
富　　山 998 R6.10.1 50 1,062 R7.10.12 64
石　　川 984 R6.10.5 51 1,054 R7.10.8 70
福　　井 984 R6.10.5 53 1,053 R7.10.8 69
山　　梨 988 R6.10.1 50 1,052 R7.12.1 64
長　　野 998 R6.10.1 50 1,061 R7.10.3 63
岐　　阜 1,001 R6.10.1 51 1,065 R8.10.18 64
静　　岡 1,034 R6.10.1 50 1,097 R7.11.1 63
三　　重 1,023 R6.10.1 50 1,087 R7.11.21 64
滋　　賀 1,017 R6.10.1 50 1,080 R7.10.5 63
京　　都 1,058 R6.10.1 50 1,122 R7.11.21 64
兵　　庫 1,052 R6.10.1 51 1,116 R7.10.4 64
奈　　良 986 R6.10.1 50 1,051 R7.11.16 65
和 歌 山 980 R6.10.1 51 1,045 R7.11.1 65
島　　根 962 R6.10.12 58 1,033 R7.11.17 71
岡　　山 982 R6.10.2 50 1,047 R7.12.1 65
広　　島 1,020 R6.10.1 50 1,085 R7.11.1 65
山　　口 979 R6.10.1 51 1,043 R7.10.16 64
徳　　島 980 R6.11.1 84 1,046 R8.1.1 66
香　　川 970 R6.10.2 52 1,036 R7.10.18 66
愛　　媛 956 R6.10.13 59 1,033 R7.12.1 77
福　　岡 992 R6.10.5 51 1,057 R7.11.16 65

青　　森 953 R6.10.5 55 1,029 R7.11.21 76
岩　　手 952 R6.10.27 59 1,031 R7.12.1 79
秋　　田 951 R6.10.1 54 1,031 R8.3.31 80
山　　形 955 R6.10.19 55 1,032 R7.12.23 77
鳥　　取 957 R6.10.5 57 1,030 R7.10.4 73
高　　知 952 R6.10.9 55 1,023 R7.12.1 71
佐　　賀 956 R6.10.17 56 1,030 R7.11.21 74
長　　崎 953 R6.10.12 55 1,031 R7.12.1 78
熊　　本 952 R6.10.5 54 1,034 R8.1.1 82
大　  分 954 R6.10.5 55 1,035 R8.1.1 81
宮　　崎 952 R6.10.5 55 1,023 R7.11.16 71
鹿 児 島 953 R6.10.5 56 1,026 R7.11.1 73
沖　　縄 952 R6.10.9 56 1,023 R7.12.1 71

地域別最低賃金額一覧

目安が適用 令和６年度最低賃金額 対前年度
増減額されるランク

令和７年度最低賃金額 対前年度
増減額

全国加重平均額

Ａ

Ｂ

Ｃ

資料出所：「令和８年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」
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内容 経済成長率

（ベア率） （ＧＤＰ）

21 8月11日 0.22△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 3.6 △      1.4 △      1.83

22 8月10日 0.19△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 1.5 0.7 △      1.82

23 9月30日 0.23△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 1.0 △      0.3 △      1.83

24 8月8日 なし ※ －－ 0.1 △      0.0 1.78

25 勧告なし －－ ※ －－ 2.7 0.4 1.80

26 8月7日 ０.２７ 4月1日 勧告どおり 2.1 2.7 2.19

27 8月6日 ０.３６ 4月1日 勧告どおり 3.3 0.8 2.38

28 8月8日 ０.１７ 4月1日 勧告どおり 0.8 0.1 △      2.14

29 8月8日 ０.１５ 4月1日 勧告どおり 2.0 0.5 2.11

30 8月10日 ０.１６ 4月1日 勧告どおり 0.2 1.0 2.26

R1 8月7日 ０.０９ 4月1日 勧告どおり 0.0 0.5 2.18

R2 10月7日 なし －－ －－ 3.2 △      0.0 2.00

R3 8月10日 なし －－ －－ 2.9 0.2 △      1.86

R4 8月8日 ０.２３ 4月1日 勧告どおり 2.3 2.5 2.20

R5 8月7日 ０.９６ 4月1日 勧告どおり 4.9 3.2 3.60

R6 8月8日 ２.７６ 4月1日 勧告どおり 3.7 2.7 5.33

R7 8月7日 ３.６２ 4月1日 勧告どおり 4.3 3.0 5.52

R8 8月7日 ３．５１ 4月1日 －－ - - 5.18

(資料出所) １．内閣府（経済成長率（ＧＤＰ）、名目、対前年比）

２．総務省統計局（消費者物価指数、対前年比）

３．厚生労働省（「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」、春闘賃上げ率＝定昇込み）

※： 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づき、平成24年4月から給与減額
支給措置を実施（平成26年3月まで）

給与勧告の実施状況等

人事院勧告
勧告の実施状況

（国会決定）

経済社会事情

年度 勧告月日 実施時期
消費者物価
（年平均）

春闘賃上率
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